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令で，「地租改正条例」（明治 6年 7月 28日，太政官第 272号）などは後者に属する。本資料では
収載を前者に限ることなく，後者に当たるものも広く収めている。
　また，災害対策に関係した規定の不在に意味を認めて収録する場合もある。「行政警察規則ヲ定




　収録の件数であるが，1868年は 26件である。これは『法令全書（自慶応 3年 10月至明治元年 12月）』





















※ 1　慶応 3年 12月 7日から明治元年 11月 18日。
※ 2　内閣官報局（編）『法令全書』（自慶応 3年 10月至明治元年 12月より明治 18年までの各年版。明治 17年まで
については，原書房，1974―1976年，復刻版，原本の刊行は 1887―1891年，を使用した）。
※ 3　本資料中〈法令〉とは，『法令全書』所載の全項目を指す（但し明治元年附録第 4「自嘉永 7年至慶応 3年各国
条約書」を除く）。
































※『法令全書』慶応 3年の項目第 1（「徳川内府大政返上ノ請ヲ允シ諸藩ヲシテ上京セシム」）の発出は慶応 3年 10月
15日（1867年 11月 10日）であるが，1867年（慶応 3年 10月 15日から同 12月 6日）分については本資料へ
の抽出がない。よって本資料は 1868年から始まる。
【1868 年】（慶応 3年 12月 7日から明治元年 11月 18日）
 1．「三職分課職制ヲ定ム」（明治元戊辰年正月 17日，第 36）（1868年 2月 10日）【組織職掌】
 2．「政体ヲ定ム」（明治元戊辰年閏 4月 21日，第 331）（6月 11日）【組織職掌】




 5．「洪水暴溢ニ付会計官出張賑恤ヲ施行セシム」（明治元戊辰年 5月 24日，第 419）（7月 13日）【罹
災者救援】
 6．「洪水ニ付秧苗ノ埋没十三日ニ過ル者ハ本年ノ田租ヲ ク」（明治元戊辰年 6月 8日，第 450）（7
月 27日）【罹災者救援】
 7．「天災兵害ノ余ニ付府藩県ヲシテ便宜賑恤ヲ施行セシム」（明治元戊辰年 6月 22日，第 502）（8
月 10日）【罹災者救援】【災害復旧】
 8．「当分米穀輸出ヲ止ム」（明治元戊辰年 6月，第 521）（7月 20日から 8月 17日）【その他②】
 9．「鎮将府及東京府ヲ置キ職制ヲ定ム」（明治元戊辰年 7月 17日，第 558）（9月 3日）【組織職掌】
10．「春来気候不順ニ付賑恤ノ予図ヲ為サシム」（明治元戊辰年 7月 18日，第 563）（9月 4日）【罹
災者救援の事前準備】【その他②】
11．「京都府規則ヲ府藩県ニ頒示シ意見ヲ上陳セシム」（明治元戊辰年 8月 5日，第 610）（9月 20日）
【災害予防】【災害復旧】【組織職掌】
12．「税法ハ姑ク旧貫ニ仍リ且旧幕府旗下采邑没収ノ者ハ隣近府藩県ヲシテ之ヲ管轄セシム」（明治
元戊辰年 8月 7日，第 612）（9月 22日）【罹災者救援】【災害復旧】【その他①】
13．「江戸ヲ改テ東京ト称シ鎮将府ヲ置キ民政裁判所ヲ会計局ト改称ヲ布告ス」（明治元戊辰年 8月
8日，第 614）（9月 23日）【組織職掌】
14．「越後国兵燹水災ニ罹ル者今年ノ租税ヲ ク」（明治元戊辰年 8月 24日，第 663）（10月 9日）【罹
災者救援】
井上　洋 209
15．「関東川々堤防国役金ヲ徴集ス」（明治元戊辰年 8月，第 709）（9月 16日から 10月 15日）【災害
予防】【経費事務】
16．「駅逓規則」（明治元戊辰年 9月 12日，第 735）（10月 27日）【応急対応】
17．「関東諸県租税ノ徴収旧政府引付ヲ以テ査点セシム」（明治元戊辰年 9月 28日，第 796）（11月
12日）【罹災者救援】
18．「御東幸沿道七十歳以上ノ者 孝子義僕等ヲ査点録上セシム」（明治元戊辰年 9月，第 799）（10
月 16日から 11月 13日）【罹災者救援】
19．「御東幸沿道水害ノ橋梁ヲ再造シ又ハ修復ノ意見ヲ開申セシム」（明治元戊辰年 10月 13日，第
842）（11月 26日）【災害復旧】
20．「会計局ヲ会計官出張所ト改定ス」（明治元戊辰年 10月 18日，第 861）（12月 1日）【組織職掌】
21．「御東幸褒賞養老賑恤ノ典ヲ府藩県一般ニ施行セシム」（明治元戊辰年 10月 25日，第 892）（12
月 8日）【罹災者救援】
22．「治河使ヲ置ク」（明治元戊辰年 10月 28日，第 904）（12月 11日）【組織職掌】
 （以上，本号）
23．「兵燹水災ニ罹リ難渋ノ者ヲ査点録上区々ナカラシム」（明治元戊辰年 10月，第 923）（11月 14
日から 12月 13日）【罹災者救援】
24．「治河使被設ニ付府藩県ヲシテ水利ノ道ヲ起サシム」（明治元戊辰年 11月 6日，第 939）（12月
19日）【災害予防】【災害復旧】
25．「関東諸県ヲシテ取箇目録ヲ進致セシム」（明治元戊辰年 11月 9日，第 944）（12月 22日）【罹
災者救援】【災害復旧】






























































「三職八局職制 ニ職員ヲ定ム」（明治元戊辰年 2月 3日，第 73）
1868.6.11（明治元年閏 4月 21日）
八官の制　　　　　　　　　　　　　　　　　→　　　　　　会計官（営繕司）




「会計局ヲ会計官出張所ト改定ス」（明治元戊辰年 10月 18日，第 861）
※東国の治水事務の担当部局の変遷については，後掲の「江戸ヲ改テ東京ト称シ鎮将府ヲ置キ民政裁判所ヲ会計局ト
改称ヲ布告ス」（明治元戊辰年 8月 8日，第 614）の註を参照のこと。
1869.5.19（明治 2年 4月 8日）
民部官創設　　　　　　　民部官（土木司）　　　　　　　　　　↓
「民部官ヲ置キ神祇官以下六官ニ定メ従来弁事ヘ差出ノ願伺等六官ニ進致セシム」（明治 2己巳年 4月 8日，第 346）
1869.8.15（明治 2年 7月 8日）
二官六省の制　　　　　　民部省（土木司）　　　　　　　　　大蔵省
「従来ノ百官並受領ヲ廃シ位階ヲ称シ神職僧官ハ旧ニ仍ラシム」（明治 2己巳年 7月 8日，第 620）
「職員令並官位相当表」（明治 2己巳年 7月 8日，第 622）
1869.9.3（明治 2年 7月 27日）
治河使※（明治元年 10月 28日設置）が廃止され同使が所管していた水利に関する事務が民部省土木司
の管轄となる（河川関係事務の民部省土木司への一本化）
「治河使ヲ廃シ土木司ヲシテ水利ヲ管轄セシム」（明治 2己巳年 7月 27日，第 681）
※治河使については，後掲の「治河使ヲ置ク」（明治元戊辰年 10月 28日，第 904）の項を参照のこと。





1870.8.6（明治 3年 7月 10日）
民部省・大蔵省分省　　　民部省（土木司）　　　　　　　　　大蔵省
「民部省大蔵省分省セシム」（明治 3庚午年 7月 10日，第 457）
1871.9.11（明治 4年 7月 27日）
民部省廃止　　　　　　　　　　　　　　　　→　　　　　　　↓
「民部省ヲ廃ス」（明治 4辛未年 7月 27日，太政官第 375）
　民部省中土木司は工部省へ
「旧民部省土木司ノ事務ヲ工部省ニ属ス」（明治 4辛未年 7月 28日，太政官第 382）
　土木司以外の民部省の事務は大蔵省へ移管
「土木司ヲ除クノ外民部省事務ヲ大蔵省ヘ引渡サシム」（明治 4辛未年 7月 27日，太政官第 376）
1871.9.28（明治 4年 8月 14日）　↓
工部省土木司，工部省土木寮となる　　　　　　　　　　　　　↓
「工部省中寮司ヲ置キ等級ヲ定ム」（明治 4辛未年 8月 14日，太政官第 407）
1871.11.11（明治 4年 9月 29日）
工部省土木寮中橋梁事務，大蔵省営繕寮へ移管　　→　　　　　　↓
「工部省土木寮橋梁事務ヲ大蔵省営繕寮ニ交割セシム」（明治 4辛未年 9月 29日，太政官第 503）
「工部省土木寮橋梁事務ヲ大蔵省営繕寮ニ取扱ハシム」（明治 4辛未年 9月 29日，太政官第 504）
1871.11.20（明治 4年 10月 8日）
工部省中土木寮の大蔵省への移管　　　　　　　　→　　　　　　↓
「大蔵省中営繕寮ヲ廃シ土木寮ニ併ス」（明治 4辛未年 10月 8日，太政官第 527）
「工部省中土木寮ヲ大蔵省ニ管セシム」（明治 4辛未年 10月 8日，太政官第 528）
1873.11.10（明治 6年 11月 10日）
内務省設置　　　　　　　内務省　　　　　　　　　　　　　　　↓
「内務省ヲ置ク」（明治 6年 11月 10日，太政官第 375号）
1874.1.9（明治 7年 1月 9日）
内務省中に土木寮を置く　　↓　　　　　　　←　　　　　　　　↓
「内務省中寮司ヲ置ク」（明治 7年 1月 9日，太政官布告第 1号）
大蔵省から戸籍・土木・駅逓の 3寮と，大蔵省租税寮中地理と勧農の事務が内務省に移される
「大蔵省中戸籍，土木，駅逓ノ三寮及租税寮中地理，勧農ノ事務ヲ内務省ニ交割セシム」（明治 7年 1月 9日，太政官達）
1877.1.19（明治 10年 1月 19日）
内務省中土木局設置　　　　↓　　　　　　　　　　　　　　　　　↓
「各省中諸寮ヲ廃シ局ヲ設ケシム /各省中大少丞以下ヲ廃シ書記官属官等給ヲ定ム /勅任官以上禄税二割ヲ徴ス」（明
治 10年 1月 11日，太政官達第 3号）
井上　洋 213
「内務省中局課廃置並改称」（明治 10年 1月 19日，内務省達乙第 2号）
　　　　　　　　　　　　　↓　　　　　　　　　　　　　　　　　↓
　　　　　　　　　　　　内務省　　　　　　　　　　　　　　　大蔵省



























第 1期（慶応 3年 12月から明治元年 12月）  488,080円（1.60％）
第 2期（明治 2年 1月から同年 9月）   875,313円（4.21％）
第 3期（明治 2年 10月から 3年 9月）   481,759円（2.40％）
第 4期（明治 3年 10月から 4年 9月）   490,604円（2.55％）
第 5期（明治 4年 10月から 5年 12月 2日） 1,151,936円（2.00％）
第 6期（明治 6年 1月から同年 12月）  1,312,245円（2.09％）
第 7期（明治 7年 1月から同年 12月）  1,717,582円（2.09％）
第 8期（明治 8年 1月から同年 6月）  1,105,635円（1.67％）
明治前期の災害対策法令214
明治 8年度（明治 8年 7月から 9年 6月）  1,433,921円（2.07％）
明治 9年度（明治 9年 7月から 10年 6月）  1,399,994円（2.36％）
明治 10年度（明治 10年 7月から 11年 6月） 1,383,538円（2.86％）






























































































姿を現わすのは，明治 2年の民部官設置のときである。明治 2年 4月 8日，「民部官ヲ置キ神祇官
以下六官ニ定メ従来弁事ヘ差出ノ願伺等六官ニ進致セシム」（明治 2己巳年 4月 8日，第 346）に
より民部官が設置され（「今度太政官中民部官ヲ被置」），このとき民部官中に土木司が創置された
（『太政類典』第 1編第 18巻 30）。同日付の「民部官職掌ヲ定ム」（明治 2己巳年 4月 8日，第 348）
には民部官の職掌が，「掌総判府県事務管督戸籍駅逓橋道水利開墾物産済貧養老等事」と書き込ま
れた。こうして橋道水利（公共土木工事）の管督が民部官の職掌とされたのである。この約 2か月






















































諸国ヲ定ム」，明治元戊辰年 6月 28日，第 514）。（尚，本註冒頭の江戸鎮台設置の経緯に関しては，
次も参照せよ。東京都公文書館（編）『都史紀要 1　江戸から東京への展開―東京奠都の経済史的
意義―』，東京都情報連絡室都政情報センター管理部センター管理室，1991年 12月，初版は 1953
年 3月，80―82，85―86頁。同（編）『都史紀要 6　東京府の前身 市政裁判所始末』，東京都情報連
絡室都政情報センター管理部センター管理室，1991年 12月，初版は 1959年 3月，1―3頁。）
5．「洪水暴溢ニ付会計官出張賑恤ヲ施行セシム」（明治元戊辰年 5月 24日，第 419）（169―170頁。）








































の「洪水暴溢ニ付会計官出張賑恤ヲ施行セシム」（明治元戊辰年 5月 24日，第 419）や「洪水ニ付


























































（「太政官日誌 第五十六 慶応四年戊辰秋八月」，石井良助（編）『太政官日誌 第一巻』，東京堂出版，
1980年 3月，289頁。造石制限に関しては，「醸酒免許ノ鑑札ヲ改正シ 納税金額ヲ定ム」，明治元


































【註 1】明治元年 7月 17日（1868年 9月 3日）江戸を東京と改称する旨の詔書が出された（「江戸














































後掲の「京都府規則ヲ府藩県ニ頒示シ意見ヲ上陳セシム」，明治元戊辰年 8月 5日，第 610を見よ。）
井上　洋 223






































































































※ただし明治 8年 11月 30日の「府県職制並府県事務章程」まで。各規則における災害対策関係規定の詳細について
は，それぞれの項目を見よ。
1868.8―9（明治元年 7月）※明治元年 7月は，西暦では 1868年 8月 18日から 9月 15日に当たる。
　京都府規則書


















「京都府規則ヲ府藩県ニ頒示シ意見ヲ上陳セシム」（明治元戊辰年 8月 5日，第 610）（本項）
1869.3.17（明治 2年 2月 5日）
　府県施政順序













1869.9.3（明治 2年 7月 27日）
　府県奉職規則
「府県奉職規則」（明治 2己巳年 7月 27日，第 675）
　県官人員 常備金規則











説明がやや煩瑣に渡るので，ここでは略す。当該項目（「県官人員 常備金規則」，明治 2己巳年 7
月 27日，第 676）の註記（後掲）を参照せよ。
　　　　　1871.8.29（明治 4年 7月 14日）
　　　　　　廃藩置県（3府 302県）
　　　　　　「廃藩置県ノ詔書」（明治 4辛未年 7月 14日，太政官第 350）
　　　　　　「藩ヲ廃シ県ヲ置ク」（明治 4辛未年 7月 14日，太政官第 353）
1871.12.10（明治 4年 10月 28日）
　府県官制
「府県官制ヲ定ム」（明治 4年辛未 10月 28日，太政官第 560号）
（府県における官員の編制に関する規定）
　　　　　1871.12.10―1872.1.2（明治 4年 10月 28日～11月 22日）
　　　　　　全国の県を改廃（3府 72県）
　　　　　　「上野国諸県ヲ廃シ群馬県ヲ置キ管地ヲ定ム」（明治 4辛未年 10月 28日，太政官第 559）
　　　　　　「姫路豊岡二県ヲ置キ管地ヲ定ム」（明治 4辛未年 11月 2日，太政官第 565）
　　　　　　「平県以下十一県ヲ置キ管地ヲ定ム」（明治 4辛未年 11月 2日，太政官第 566）
　　　　　　「足柄県外一府九県ヲ置キ管地ヲ定ム」（明治 4辛未年 11月 14日，太政官第 594）
　　　　　　「小倉県以下十一県ヲ置キ管地ヲ定ム」（明治 4辛未年 11月 14日，太政官第 595）
　　　　　　「名東県以下五県ヲ置キ管地ヲ定ム」（明治 4辛未年 11月 15日，太政官第 600）
　　　　　　「鳥取県以下八県ヲ置キ管地ヲ定ム」（明治 4辛未年 11月 15日，太政官第 601）
　　　　　　「静岡県以下三県ヲ置キ管地ヲ定ム」（明治 4辛未年 11月 15日，太政官第 602）
　　　　　　「敦賀県以下十一県ヲ置キ管地ヲ定ム」（明治 4辛未年 11月 20日，太政官第 608）
　　　　　　「大阪府兵庫県ヲ置キ管地ヲ定ム」（明治 4辛未年 11月 20日，太政官第 609）
　　　　　　「京都府外九県ヲ置キ管地ヲ定ム」（明治 4辛未年 11月 22日，太政官第 614）
1872.1.7（明治 4年 11月 27日）
　県治条例












1872.1.28（明治 4年 12月 19日）
　府県奉職規則取り消し
「府県奉職規則ヲ取消ス」（明治 4辛未年 12月 19日，太政官第 661）
　　　　　1875.7.12（明治 8年 7月 12日）
　　　　　　県治条例中窮民一時救助規則廃止
　　　　　「県治条例中窮民一時救助規則ヲ廃シ更ニ同規則ヲ定ム」（明治 8年 7月 12日，太政官達第 122号）
　　　　　 「県治条例中窮民一時救助規則」を廃止し，新たに同名の「窮民一時救助規則」を県治
条例から独立したものとして設ける。
1875.11.30（明治 8年 11月 30日）
　府県職制並府県事務章程



















3庚午年 8月 9日，第 520。「工部省中寮司ヲ置キ等級ヲ定ム」，明治 4辛未年 8月 14日，太政官第
















































































東川々堤防国役金ヲ徴集ス」，明治元戊辰年 8月，第 709）。また同局は，関東諸県に対して 9月 28
日に本辰年（明治元年）の徴租（租税収納）方針を示した（「関東諸県租税ノ徴収旧政府引付ヲ以
テ査点セシム」，明治元戊辰年 9月 28日，第 796）。これら二件について，詳しくは後掲のそれぞ
れの項目を参照せよ。






この決定は 9月 26日付で撤回された。『新潟県史　通史編 6近代一』，新潟県，1987年 3月，101頁，
参照）。越後口総督は明治政府が元年 6月 14日（1868年 8月 2日）に会津征討のため設置した機
関である。
　民政局という名称の新政府の統治機関は，越後においてのみならず，戊辰戦争の兵火を被った旧
会津藩領，旧庄内藩領などにも設置された（『太政類典』第 1編第 23巻 73）。「明治元年一月ヨリ








至ル歳入出決算報告書」，明治 13年 2月 13日，太政官達より引用する場合には，頁数表記につい
て同様の扱いとする。）尚，新政府の東北統治の方針，及びその中での水害罹災者の租税の減免の
















































出分を回収するという形をと」った。（『世界大百科事典 第 8巻』，平凡社，1988年 3月，142頁の「国
役普請」の項目。笠原和比古執筆。）
【註 3】新政府による堤防普請のための国役金の徴集は，明治元年第 1061「諸国川々国役金上納ヲ
須ヒス既納ノ者ハ之ヲ還付ス」（明治元戊辰年 12月 9日）によって一旦停止されたが，明治 2年第
井上　洋 233
1086「諸県川々国役金ヲ徴収ス」（明治 2己巳年 11月）により再開され，以後明治 8年に廃止の布
告（「川々隄防費ニ取立ル国役金廃止」，明治 8年 2月 20日，太政官布告第 25号）が出されるまで
続いた。























































治 10年 9月 1日，太政官布告第 62号）に見られる強くそして恩恵的な姿勢と対照されるべきもの
である。
















出張賑恤ヲ施行セシム」，明治元戊辰年 5月 24日，第 419，「天災兵害ノ余ニ付府藩県ヲシテ便宜
賑恤ヲ施行セシム」，明治元戊辰年 6月 22日，第 502など参照）。しかるに，本件，ならびに明治
































































































※ 五辻安仲。明治元年閏 4月 21日，権弁事。同年 8月，東京行幸御道筋御先著に任ぜられる。（日本史籍協会（編）『百
官履歴 一』，東京大学出版会，1973年 7月，覆刻版，原本の刊行は 1927年 10月，374―375頁。）
※戸田忠至。明治元年 2月 20日，参与職会計事務局判事。同年 5月 24日，権弁事。（『百官履歴 一』，359―360頁。）
※ 山中献。明治元年閏 4月，会計官駅逓司知事（同年 7月まで）。同年 9月 10日，御東幸御用掛に任ぜられる。（『百
官履歴 一』，334頁。）









　天皇の東幸であるが，天皇は，明治元年 9月 20日（1868年 11月 4日）に京都を出発し，東海
明治前期の災害対策法令238
道を通り，10月 13日（11月 26日）に東京に到着した。江戸城を東京城と改めて東幸中の皇居とし，

































ム」（明治元戊辰年 10月 25日，第 892），「褒賞賑恤ノ典御挙行ノ趣旨ヲ体シ府藩県ヲシテ窮民ヲ




















【註】明治元年 9月 20日（1868年 11月 4日），天皇は東幸のため京都を出発した。輔相岩倉具視，































一 明治元年戊辰十月」，朝倉治彦（編）『太政官日誌 別巻二』，東京堂出版，1984年 5月，21頁）。
そのあと第二号において，本布告の方針に則り政府自身が褒賞・賑恤を実施したことを報じている
（「東京城日誌 第二 明治元年戊辰十月」，『太政官日誌 別巻二』，24―26頁）。このうち，水害罹災者
を対象とした賑恤の実施は 1件で，武蔵国足立郡下戸田村の 210人に対し「人別金若干宛」を下賜
したというものである（同前，26頁）。






請に当たった（「太政官日誌 第六十三 慶応四年戊辰秋八月」，石井良助（編）『太政官日誌 第一巻』，
322頁，「東巡日誌 第六」，朝倉治彦（編）『太政官日誌 別巻四』，91―92頁）。岡本は治河使を務め
たあと，明治 3年 8月 25日に大蔵権大丞に任ぜられ，翌 4年 6月 26日には工部省御用兼勤を命ぜ
られている。その後工部省に移り，同年 8月 10日に営繕頭，同月 15日には土木頭に任ぜられた。
（日本史籍協会（編）『百官履歴 二』，290―291頁。）
　『太政類典』第 1編 23巻 74には，「元年十月二十八日　治河使ヲ置キ其衙署ヲ開ク　衙門ヲ山城
国八幡高坊及ヒ大坂府下網島 ニ島町第一街旧幕府代官ノ邸舎ニ設ク」の記事がある。
【註 2】治河副使には宮川小源太（熊本県士族）が任命された（「太政官日誌 第百廿七 明治紀元戊
辰冬十月」，石井良助（編）『太政官日誌 第二巻』，東京堂出版，1980年 6月，263頁）。治河掛には，
中御門経之（議定，会計官知事兼勤，明治元年 10月 20日治河掛），後藤象二郎（参与，明治元年
7月 12日大坂府知事兼勤，同年 10月 20日治河掛），陸奥陽之助（陸奥宗光，明治元年 6月 22日
大坂府権判事，同年 12月 2日治河掛），三岡公正（由利公正，明治 2年 2月 4日大坂府知事御用取
扱，同月 5日治河掛兼勤）山田五次郎（山田秀典，明治 2年 2月 7日治河掛，同 3月 15日治河隊長）
らが任命されている（日本史籍協会（編）『百官履歴 一』，77―79，170―171，318，363―365頁，同（編）











「治河使ヲ置ク」（明治元戊辰年 10月 28日，第 904）










1869.9.3（明治 2年 7月 27日）
　治河使が廃止され，同使が所管していた水利に関する事務が民部省土木司の管轄となる（河川関
係事務の民部省土木司への一本化）
「治河使ヲ廃シ土木司ヲシテ水利ヲ管轄セシム」（明治 2己巳年 7月 27日，第 681）
